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自治労県職連合活動方針案
中高年齢層も含め全世代にわたる物価上昇を上回る賃金引上げを！

欠員補充・人員確保！再任用職員賃金・一時金の格差解消！非正規職員の無期転換の実現！
方針のポイント①～賃金改善
人材確保ができる初任給の引き上げ

すべての世代が物価上昇を上回る賃上げ

○人材確保の競争相手である大企業や神奈川県より地域手当の高い近隣自治体、特に東京都を念頭におき、初任給格付けの抜本的な見直しを行い、若年層の賃金を改善するよう求めます。
〇この間引き上げ勧告があっても、中堅、高年齢層職員は「引き上げゼロ」「千円程度」が続き、物価上昇を踏まえれば実質的な「賃下げ」状態でした。
〇今期は「すべての世代が物価上昇を上回る賃上げ」を獲得できるよう、最重点課題として取り組みます。
〇職歴のある新採用職員等の増加を踏まえ、県歴重視の昇任昇格基準を見直し、前職も含めて適正に昇任昇格が行われるよう求めていきます。
〇地方独立行政法人や第三セクターなど、県関連組織の労働者の賃金については、県職員の水準を下回らない賃金制度の確立を求めます。
〇「給与制度のアップデート」については、将来にわたって職員の生活が向上し、職員が納得、安心できる制度となるよう交渉・協議を行います。
方針のポイント②～過重労働の防止

500人に迫る欠員の早期解消に向けた検討を
過重労働を防止し、人材育成のできる人員の増配置を
〇各所属における2024年の時間外勤務時間を人員換算した分の増員を求めていきます。
〇過重労働を撲滅するため、労使それぞれの視点で持ち寄った意見や案をまとめられるよう、新しいワーキンググループを労使間でつくることを求めていきます。
〇当局に対して、大量欠員の状況がなぜ起きているのか考察をさせるとともに、この欠員を改善するための人材確保策の提示を求め、提示された策を確実に実行するよう求めていきます。
方針のポイント③～若年職員の処遇改善
育児休業給付金の早期支給に向けた制度改正
若年層支援のための福利厚生制度の充実を
○産前産後休暇、育児休業に入る職員に対しては、休暇制度や共済手続き、福利厚生制度について十分な説明を行うよう求めます。
○さらなる、男性の育児休業取得促進に向けて、所属長等から職員に対して制度を説明する等、取得しやすい環境の整備を図るよう求めます。
○育児休業承認の辞令交付が取得開始日の直前のため、地方職員共済組合への育児休業手当金の申請が遅くなり、手当金の受給が数か月遅れになることから、育児休業承認の辞令交付を早期に行う等の措置を実施し、早期に手当金の支給がなされるよう関係部署等と調整するよう求めます。
○さらに、職員公舎がない状況を踏まえ次世代育成支援の観点からも、住居手当を大幅に改善するよう求めます。
方針のポイント④～臨任・会計年度任用職員の処遇改善

事実上の無期転換制度の実現

賃金上限の大幅改善
〇本年6月、人事院が国の非常勤職員の「3年ごとの選考廃止」を決定し、総務省が同趣旨を各自治体に通知しました。神奈川県の会計年度任用職員の実質的な雇用期間「3年」の根拠が解消され一歩前進とは言えますが、雇用期間は依然として1年の「有期」であり、当事者の雇用不安は解消されていません。
○今期は民間の非正規労働者と同様に、無期転換ルールの実質的な導入を勝ち取れるよう強力に取り組みを進めます。このことは雇用の安定化とともに、福祉職などの慢性的な欠員を解消するための有効な対策となり得ると考えます。
○現状、会計年度任用職員は、何年経験を積み、業務に貢献していたとしても、その報酬は正規職員の大卒初任給である１級29号を上限とされています。このような不合理、不公正を是正するために、上限の撤廃を求めていきます。
○また、会計年度任用職員の療養休暇を常勤職員と同様の日数とするとともに、全期間有給化を求めるなど休暇制度についても改善を求めていきます。
方針のポイント⑤～再任用職員処遇改善
一時金を支給率定年延長者と同様に
生活関連手当の支給を

〇2023年度から定年の引上げが実施され、再任用職員と定年引上げとなった職員が共に働くこととなりました。
○これまで、再任用職員の給与はボーナスの支給率が正規職員の半分に抑えられており、概ね現役時の5割程度でした。
○しかし、定年延長となった職員は給与が7割と定められ、生活関連手当も支給されていることから、概ね同じ仕事をしているにもかかわらず、年収格差が生じることが明白です。
○このことを重大な問題ととらえ、再任用職員の処遇改善に向けて強力に取り組みを進めていきます。
方針のポイント⑥～安全衛生等の確保
〇精神科産業医の専任化を重点に、メンタルヘルス対策の充実を求めます。
○労働相談などの窓口業務や電話などによる、公務員へのカスタマーハラスメントが年々増えていることから、職員を守るための対策を速やかに講じるよう求めます。
〇自主運転での安全を確保するため、引き続き庁用自動車の更新を求めます。
〇庁舎入口に設置予定のセキュリティゲートについて、ゲートを通過する職員が支障なく通過できることは当然のこととして、県庁舎を利用するさまざまな方が不自由なく通過できることを求めます。
方針のポイント⑦～ノーマライゼーションの推進

障害のある職員が「ともに生きる」職場環境の整備を
〇神奈川県は全国的に見ても先進的に、1980年から障害者雇用を進め、すでに知的障害者、精神障害者にも門戸を開いています。
〇しかし現状は、雇用された知的障害者に専門的な知識や経験のあるジョブコーチの配置が不十分で、障害者本人や周囲の職員も苦労しています。
〇障害者雇用とは「雇えばいい」ということではなく、働き続けられるよう相談・研修・支援など、本人へのきめ細かな体制を組むことや全職員が障害について正しく理解できるような研修等を行う必要があります。
〇障害のある職員が働きやすい職場環境が保たれるよう、庁舎の新築、増改築、システムの導入・見直しにあたっては、計画段階から障害のある職員の意見を聴取し、その意向が反映されるよう求めます。またその傾向がどのように反映されたのか、記録を公開するよう求めます。
〇全職員を対象に、職場研修など障害に対する理解を進める研修の実施を求めます。
〇知的障害者、精神障害者が配置される職場・庁舎や仕事で関係する部署の職員に対して、具体的な対応を学ぶ職場研修をはじめとして、知的・精神障害を含めて障害者が共に働くことが理解できるような啓発活動を求めます。
〇加齢に伴う障害の重度化に対応した労働環境の整備を求めます。
自治労県職連合

　　第1６回定期大会

自治労県職労

　　第4３回定期大会

○日時：9月13日（金）14時～

○場所：波止場会館５階ホール
